
【資料①　勉強会の経過説明について】
１．法律と条例の関係

◎条例は、地方公共団体が国の法律とは別に定める自主法ですが、日本国憲法を頂点とする国内法体系の一部であり、その効力は国の法令の範囲内とされています。
◎近年、機関委任事務の廃止や法令で義務付けていた基準等の設定を条例に委任するなど、独自に条例を制定することができる範囲は拡大しています。

　しかし、条例は国の法令（法律・命令）に違反してはならないなどの制約があります。
２．「上乗せ・横出し」条例は認められるのか


◎【横出し】国の法令と同一目的で法令の規制範囲外の事項を規制すること
　（例.Ａを禁じる→ＡならびにＢを禁じる）

⇒その規制内容が国の法令を上回りバランスを欠くようなものは認められません。
◎【上乗せ】国の法令と同一目的で法令よりも厳しい規制を行うこと
　（例.Ａを犯せば、罰金１万円→Ａを犯せば、罰金２万円）
⇒国の法令が規制を全国一律に同一内容とする趣旨かどうか、地域的に厳しい規制を認める必要があるかどうかを総合的に勘案し、判断されます。
３．協働のまちづくりとは
より良いまちづくりを進めていくために、住民の皆さん（町内で活躍するグループ、ＮＰＯ、事業所も含む）と議会、行政が、相互に協力してまちづくりに取り組むことです。
協働のまちづくりに取り組むためには、それぞれの役割や責任を明確にし、お互いが何をすべきなのか理解し合う必要があります。

４．まちづくり基本条例とは

　「まちづくり基本条例」は地域課題の解決のために、まちづくりの基本理念、住民・議会・行政のまちづくりにおける役割と責任の分担、住民参画を推進する仕組みなど、まちづくり・自治の「基本ルール」を定めた条例です。

　まちづくりに関する役割分担とルール化を通じて、自治体行政への住民参画を目指します。

５．まちづくり基本条例の基本的構成と先行自治体条例について

大阪府内の先行自治体の条例に共通している構成（骨格）である章分け、各章で規定されている条文の主要テーマ、それらの趣旨に基づいた条文の完成イメージを提示【勉強会資料③－１、③－２参照】。
※このイメージは先行する自治体の事例を参考にしたため、このまま条例案となることはありません。

６．まちづくり基本条例の方向性について

大阪府内の先行自治体に共通している条例の方向性については、おもに次のとおりです。
①特定分野における個別具体的な課題の解決は「まちづくり基本条例」で規定していません。
…それらは個別条例や総合計画で規定されるため。

②条例に国の法令に違反するような条文を定めることはできません。
③「まちづくり基本条例」も他の条例と対等の扱いとなります。
　…他の条例より優先することはありません。
④協働のまちづくりを推進するために、住民、議会、行政それぞれの役割を規定します。

⑤協働のまちづくりを推進するための諸原則を規定します。

…住民参画を推進したり、コミュニティを活性化したりする原則など

⑥町政運営の原則を規定します。
…財政運営や行政手続き、説明責任、人材育成など基本的な原則

　今後の議論ではこれらの方向性に則って「まちづくり基本条例」の議論を進めていただきたいと思います。



判例によれば、元となる法律と新たに制定された条例を比較して、条例の「趣旨・目的・内容・効果」が法律の「趣旨・目的・内容・効果」に矛盾抵触するかどうかを基準に、個々の事例ごとに具体的に判断されることになります。









